
小布施町子育て応援三世代住宅整備助成金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子育て世帯の住宅整備を支援することで、少子化対策の強

化及び定住人口の増加による地域の活性化を図るとともに、住環境の向上を目

的に、小布施町で三世代が同居する住宅を整備しようとする者に対し予算の範

囲内において助成金を交付することについて、小布施町補助金等交付規則（昭

和46年小布施町規則第６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 子育て世帯 申請日において、満 18 歳以下（申請日の翌年度の４月１日

現在）の者がいる世帯又は出産前で母子健康手帳の交付を受けた者がいる世

帯をいう。 

(2) 三世代住宅 三世代が同一敷地内（隣接する敷地を含む。）に専ら居住の

用に供するための住宅。  

(3) 新築 建築物がなかった土地に新たに住宅の建築を行うものをいう。既存  

 建築物を取り壊し、新たに住宅の建築を行う場合も、新築とみなす。  

(4) 増築 三世代が同一の建物に居住できるよう、既存の居住建物に付随して  

 新たな居住スペースを建築し、三世代住宅の要件を満たすものをいう。  

(5) リフォーム 既存の居住建物を改築するものをいう。  

(6) 町内施工業者 小布施町内に事業所を有する業者をいう。  

(7) 住まいづくり相談所  小布施町うるおいのある美しいまちづくり条例施

行規則（平成 18 年小布施町規則第９号。以下「施行規則」という。）第 10 条

に規定する相談所をいう。  

 （助成金の交付対象者） 

第３条 助成金の交付の対象者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号に

掲げる要件を全て満たす者とする。 



(1) 子育て世帯に属する父又は母  

(2) 町内に定住する目的で自ら居住するための住宅を自らの資金で新築、増

築又はリフォーム（以下「整備」という。）する者 

(3) 助成金交付後、助成対象の住宅に居住する者 

(4) 三世代住宅の新築、増築及び外観の変更を伴うリフォームについて、施

行規則の定める住まいづくり相談所に相談をした者  

２ 前項に該当する者であっても、次の各号のいずれかに該当する場合は、交付

対象から除くものとする。  

(1) 同一世帯（親世帯、子世帯）のいずれかが前住所地の市町村又は小布施

町に市町村税等（国民健康保険税、介護保険料、保育料、上・下水道料など

を含む。）の滞納をしている場合 

(2) 国の長期優良住宅化リフォーム推進事業補助金交付要綱（平成 28年国住

生第720号）第３第１号ロ（ⅶ）の工事に対する当該補助金の交付を受ける

場合 

(3) 住まいづくり相談所の指導事項を反映していない場合  

(4) その他町長が不適切な事由があると認める場合  

（助成金の交付対象事業及び助成率等）  

第４条 助成金の交付対象事業は、次に掲げる工事とし、当該費用に対する助成

率及び助成限度額は、別表第１のとおりとする。  

(1) 交付対象者が新たに親世帯と居住するために三世代住宅に整備する工事 

(2) 交付対象者がすでに親世帯と同居している場合においては、子育て世帯が

住宅の間取りの変更等住宅を整備する工事  

 （助成金の交付申請）  

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、小布

施町子育て応援三世代住宅整備助成金交付申請書（様式第１号）に、別表第２

に掲げる書類及びその他町長が必要と認める書類を添付して、町長に提出しな

ければならない。  

 （助成金の交付決定）  

第６条 町長は、前条の申請書の提出があったときは、これを審査し、助成金の



可否を決定し、小布施町子育て応援三世代住宅整備助成金交付決定・不決定通

知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。  

２ 前項に基づく助成金交付決定後の仕様変更は、速やかに小布施町子育て応援

三世代住宅整備助成金変更承認申請書（様式第３号）により行うものとする。  

３ 前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、小布施町子育て応援三

世代住宅整備助成金変更承認・不承認決定通知書（様式第４号）により当該申

請者に通知するものとする。  

 （権利譲渡の禁止）  

第７条 前条の規定により、助成金の交付決定を受けた者は、助成金の交付を受

ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。  

 （実績報告書の提出）  

第８条 申請者は、対象事業を完了したときは、速やかに小布施町子育て応援三

世代住宅整備助成金実績報告書（様式第５号。以下「実績報告書」という。）

に、別表第３に掲げる書類及びその他町長が必要と認める書類を添付して、町

長に提出しなければならない。  

（工事等完了の確認及び助成金の額の確定）  

第９条 町長は、実績報告書の提出があったときは、これを審査し、必要に応じ

て現地を調査し、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められ

るときは、助成金の額を確定し、小布施町子育て応援三世代住宅整備助成金確

定通知書（様式第６号。以下「確定通知書」という。）により、申請者に通知

するものとする。  

 （交付請求手続き）  

第 10 条 申請者は、確定通知書を受けたときは、小布施町子育て応援三世代住宅

整備助成金請求書（様式第７号）により、町長に助成金の請求をすることがで

きる。 

 （助成金の交付） 

第 11 条 町長は、前条の請求書の提出があったときは、速やかに助成金を交付す

るものとする。 

 （助成金の交付決定の取消し及び返還） 



第 12 条 町長は、助成金の交付を受けようとし、又は受けた者が、次の各号の  

いずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り消すとともに既に交付を

した助成金を返還させることができる。  

(1) 子育て世帯として実態を伴わない不適切又は不正な行為によって助成金

の交付を受けようとし、又は受けたとき。  

(2) この要綱の規定に違反したとき。  

(3) 小布施町子育て応援三世代住宅整備助成金交付申請取下書（様式第８号）

による取下げがあったとき。  

２ 前項の規定による助成金の交付決定の取消し又は助成金の返還をさせること

が決定したときは、小布施町子育て応援三世代住宅整備助成金交付取消決定通

知書（様式第９号）により、申請者に通知するものとする。  

 （補則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成30年４月１日から施行する。  

（失効） 

２ この告示は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の

失効の際現に助成金の交付の決定を受けている者に対する助成金の交付につ

いては、この要綱は、なおその効力を有する。  

３ この告示の失効前に助成金の交付又は交付決定を受けた者に対する第 12条の

規定に基づく助成金の交付決定の取消し又は返還の適用については、前項の規

定にかかわらず同項に規定する日以後も、なおその効力を有する。  

附 則（令和７年３月24日告示第15号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。  

附 則（令和８年３月30日告示第26号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。  



別表第１（第４条関係） 

助成率 限度額 加算 

２分の１ 30万円 町内事業者が施工する場合は加算 20万円 

 

別表第２（第５条関係） 

対象工事 交付申請時の添付書類 

共通 １  現住所地の住民票（世帯全員分）  

※町内在住者で閲覧の同意がある場合は添付不要  

２  現住所地の納税証明書（世帯全員分） 

※町内在住者で閲覧の同意がある場合は添付不要  

３ 助成金に係る閲覧承諾書（様式第 10 号） 

４ 母子健康手帳の写し ※出産前の場合 

三世代住宅新築 １  新築住宅の工事見積書の写し  

２  新築住宅の位置図、平面図、仕様書の写し  

３  新築住宅の工事前の写真  

増築 １  増築住宅の工事見積書の写し  

２  増築住宅の位置図、増築部分が分かる平面図、仕様書の写

し 

３  増築前の住宅写真（住宅全体及び増築工事箇所）  

リフォーム １  リフォームの工事見積書の写し  

２  リフォーム住宅の位置図、平面図、仕様書の写し  

３  リフォーム工事前の写真（住宅全体及びリフォーム個所） 

 

別表第３（第８条関係） 

対象事業 実績報告時の添付書類 

共通 １  現住所地の住民票（親世帯全員分、子世帯全員分） 

※閲覧の同意がある場合は添付不要 

２  現住所地の納税証明書（親世帯全員分、子世帯全員分）  

※閲覧の同意がある場合は添付不要 

３  領収書又は銀行振込控えの写し 

４  助成金に係る閲覧承諾書（様式第 10 号） 

三世代住宅新築 １  新築住宅の工事請負契約書の写し  

２  新築住宅の工事中の写真及び完了後の写真（住宅全体、

玄関、台所、浴室、便所等が複数箇所あることが確認でき

るもの） 

３  新築住宅の登記事項証明書（写し可） 



増築 １  増築住宅の工事請負契約書の写し  

２  増築住宅の工事中の写真及び完了後の写真（住宅全体、

玄関、台所、浴室、便所等が複数箇所あることが確認でき

るもの） 

３  増築住宅の登記事項証明書（写し可）  

リフォーム １  リフォームの工事請負契約書の写し  

２  リフォームの工事中の写真及び完了後の写真（工事個所） 

 


